
様式第１（第２条関係）

貸　 借 　対 　照　 表
事業者名　東海ガス株式会社

2025年３月31日現在

(単位:千円)

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

Ⅰ 固定資産    9,570,499 Ⅰ 固定負債    1,056,249 

(１) 有形固定資産    8,584,300 １ 関係会社長期債務    338,000 

１ 製造設備    133,696 ２ 役員株式給付等引当金    35,466 

２ 供給設備    5,696,828 ３ ガスホルダー修繕引当金    37,783 

３ 業務設備    1,076,384 ４ 長期リース債務    331,418 

４ 附帯事業設備    1,666,579 ５ 資産除去債務    29,639 

５ 建設仮勘定    10,811 ６ その他固定負債    42,673 

(２) 無形固定資産    119,114 ７ 附帯事業固定負債    241,268 

(３) 投資その他の資産    867,084 Ⅱ 流動負債    2,989,637 

１ 投資有価証券    423,644 １ 1年以内に期限到来の固定負債    73,676 

２ 関係会社投資    2 ２ 支払手形    246,442 

３ 出資金    302 ３ 買掛金    1,218,316 

４ 長期前払費用    122,702 ４ 未払金    622,236 

５ 前払年金費用    106,472 ５ 未払費用    26,799 

６ 繰延税金資産    168,067 ６ 未払法人税等    299,017 

７ その他投資    55,149 ７ 前受金    329 

８ 貸倒引当金 △ 9,256 ８ 預り金    12,698 

Ⅱ 流動資産    3,205,245 ９ 関係会社短期債務    135,386 

１ 現金及び預金    113,830 10 賞与引当金    48,362 

２ 受取手形    66,222 11 役員賞与引当金    11,600 

３ 売掛金    1,560,232 12 その他流動負債    7,712 

４ 未収入金    29,023 13 附帯事業流動負債    287,060 

５ 製品    8,262    4,045,886 

６ 貯蔵品    67,279 純　資　産　の　部

７ 前払金 0 Ⅰ 株主資本    8,631,465 

８ 前払費用    12,436 (１) 資本金    925,000 

９ 関係会社短期債権    604,528 資本金    925,000 

10 その他流動資産    10,942 (２) 資本剰余金    525,000 

11 附帯事業流動資産    736,459 １ 資本準備金    525,000 

12 貸倒引当金 △ 3,973 (３) 利益剰余金    7,181,465 

１ 利益準備金    75,500 

２ その他利益剰余金

繰越利益剰余金    7,105,965 

Ⅱ 評価・換算差額等    98,392 

(１) その他有価証券評価差額金    98,392 

その他有価証券評価差額金    98,392 

   8,729,858 

   12,775,745    12,775,745 

資　産　の　部 負　債　の　部

負 債 純 資 産 合 計

純 資 産 合 計

資 産 合 計

負 債 合 計



様式第２（第２条関係）

損　 益 　計 　算　 書

事業者名　東海ガス株式会社

2024年４月１日から

2025年３月31日まで

(単位:千円)

科　　　　　目 金　　　額 科　　　　　目 金　　　額

売上原価    11,330,799 ガス事業売上高    15,231,648 

１ 期首たな卸高    8,432 １ ガス売上    15,194,642 

２ 当期製品製造原価    28,709 ２ 事業者間精算収益    37,005 

３ 当期製品仕入高    11,306,639  

４ 当期製品自家使用高    4,719  

５ 期末たな卸高    8,262  

売上総利益    3,900,848     

供給販売費及び一般管理費    2,716,019 

１ 供給販売費    2,263,977  

２ 一般管理費    452,041  

事業利益    1,184,829     

営業雑費用    1,223,820 営業雑収益    1,472,589 

１ 受注工事費用    172,992 １ 受注工事収益    178,354 

２ その他営業雑費用    1,050,828 ２ その他営業雑収益    1,294,234 

附帯事業費用    2,755,035 附帯事業収益    2,939,437 

営業利益    1,618,000     

営業外費用    9,638 営業外収益    39,014 

１ 支払利息    8,870 １ 受取利息    99 

２ 雑支出    767 ２ 受取配当金    14,562 

 ３ 他受工事精算差額    8,920 

 ４ 物品売却益    3,229 

 ５ 受取保険配当金    3,156 

 ６ 固定資産売却益    1,044 

 ７ 雑収入    8,002 

経常利益    1,647,376     

特別損失    265,638 特別利益    94,475 

１ 減損損失    265,638 １ 投資有価証券売却益    94,475 

税引前当期純利益    1,476,213     

法人税等    503,183  

法人税等調整額 △ 45,143  

当期純利益    1,018,173     

   19,777,165    19,777,165 

費　　　　　　　　用 収　　　　　　　　益

合　　　　　計 合　　　　　計



 

個  別  注  記  表 

事業者名 東海ガス株式会社 

2024年 4月 1日から 

2025年 3月 31日まで 

 

１ 重要な会計方針に係る事項に関する注記  

(1) 資産の評価基準及び評価方法 

① 有価証券 

関係会社投資 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

事業年度の末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法

により処理し、売却原価は移動平均法により算定） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法 

② たな卸資産 

先入先出法による原価法（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく簿価

切下げの方法） 

(2) 固定資産の減価償却の方法 

① 有形固定資産（リース資産を除く） 

定額法 

なお、主な耐用年数は、導管（供給設備）13年～22年である。 

② 無形固定資産 

定額法 

ソフトウェア（自社利用分）については、社内における見込利用可能期間（５

年）による定額法によっている。 

③ リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

リース期間を耐用年数とし残存価額を零とする定額法 

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、重要性が乏しいと認め

られるものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によって

いる。 

(3) 引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

事業年度末現在の売掛金その他の債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収

可能性を検討し、回収不能見込額を計上している。 

② 退職給付引当金 

  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資

産の見込額に基づき計上している。ただし、当事業年度末においては、年金資産の

見込額が退職給付債務見込額から未認識数理計算上の差異を控除した額を超えてい



るため、前払年金費用として貸借対照表の投資その他の資産に計上している。 

退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっている。 

また、過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数（16年～17年）による定額法により費用処理している。 

なお、数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数（14 年～17 年）による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌事業年度から費用処理している。 

③ 役員株式給付等引当金 

  役員株式給付規程に基づく役員等への親会社株式等の給付に備えるため、当事業 

 年度末における株式給付債務の負担見込額に基づき計上している。 

④ ガスホルダー修繕引当金 

球形ガスホルダーの周期的な修繕に要する費用の支出に備えるため、修繕見積額

を予定される修繕までの期間に配分して計上している。 

⑤ 賞与引当金 

従業員の賞与の支払に備えるため、過去の支給実績を勘案し、当事業年度の負担

すべき支給見込額を計上している。 

⑥ 役員賞与引当金 

役員の賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上している。 

(4) 収益及び費用の計上基準 

① 都市ガス（一般ガス） 

家庭用・業務用都市ガス（一般ガス）販売における主要な履行義務は、契約期間

にわたり継続的にガスの供給を行うことであり、顧客へのガス供給量を基礎として

進捗度を見積もり、当該進捗度に基づき各月の収益を認識している。 

なお、履行義務の充足に係る進捗度は、ガス事業会計規則に従い、検針による顧

客のガス使用量（検針日基準）を基礎として算定している。 

② ＬＰガス 

家庭用・業務用ＬＰガス販売における主要な履行義務は、契約期間にわたり継続

的にガスの供給を行うことであり、顧客へのガス供給量を基礎として進捗度を見積

もり、当該進捗度に基づき各月の収益を認識している。 

なお、履行義務の充足に係る進捗度は、検針による顧客のガス使用量に、検針日

から決算日までに使用したと見込まれる使用量を見積り、当該使用量を基礎として

算定している。 

また、顧客へのＬＰガスの供給にあたり、販売代理店等が独自の検針、配送シス

テムを使用しており、当該販売代理店等が顧客へのサービス提供について主たる責

任を有していると判断される場合には、当該取引について代理人取引として収益を

認識している。 



③ 機器販売・請負工事・リフォーム工事 

  工事約款、請負工事契約書及び注文書等に基づいて機器の販売及び請負工事につ

いての履行義務を負っている。当該履行義務は、機器の販売については顧客へ引き

渡す一時点において、請負工事については工事の進捗につれ一定の期間にわたり、

顧客が当該機器に対する支配を獲得して充足されると判断し、収益を認識している。

ただし、工期が短いもの及び金額的重要性の低いものについては、顧客の検収によ

る一時点で履行義務が充足されると判断する。 

また、工事のうち一般ガス事業における内管工事については、ガス事業会計規則

に基づき、顧客の検収による一時点で収益を認識している。 

(5) その他貸借対照表等の作成のための基本となる重要な事項 

① グループ通算制度の適用 

グループ通算制度を適用している。 

  ② 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

  当社は、グループ通算制度を適用しており、「グループ通算制度を適用する場合の

会計処理及び開示に関する取扱い」（実務対応報告第 42号 2021年８月 12日）に従

って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

並びに開示を行っている。 

 

２ 貸借対照表に関する注記 

(1) 減価償却累計額 

① 有形固定資産     30,245,564千円 

② 無形固定資産        306,016千円 

(2) 取締役との間の取引による取締役に対する金銭債務 

金銭債務の総額                      9,100千円 

 



３ 税効果会計に関する注記 

(1) 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産 

減損損失            103,844千円 

検針後売上                     68,104千円 

減価償却超過額                42,875千円 

関係会社投資                 28,599千円 

資産除去債務                     25,952千円 

賞与引当金                     20,395千円 

その他          56,014千円 

 繰延税金資産小計       345,786千円 

評価性引当額      △ 96,468千円 

 繰延税金資産合計       249,318千円 

繰延税金負債 

その他有価証券評価差額金     △43,705千円 

前払年金費用       △30,451千円 

資産除去債務に対応する除却費用     △7,093千円 

 繰延税金負債合計      △81,250千円 

   繰延税金資産の純額       168,067千円 

 

(2) 法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理 

法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理は、「１ 

重要な会計方針に係る事項に関する注記 (5) その他貸借対照表等の作成のための基

本となる重要な事項」に記載のとおりである。 

 

(3) 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 

「所得税法等の一部を改正する法律」（令和７年法律第 13 号）が 2025 年３月 31 日

に国会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別

法人税」の課税が行われることになった。 

これに伴い、2026 年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異

に係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を 27.7％から 28.6％

に変更し計算している。 

この変更により、当事業年度の繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除し

た金額）は 2,582千円増加し、法人税等調整額が同額減少している。 

 



４ 関連当事者との取引に関する注記 

(1) 親会社 

属性 会社等の名称 

議決権等の

所有（被所

有）割合 

関連当事者との

関係 
取引の内容 

取引金額 

（千円） 
科目 

期末残高 

（千円） 

親会社 ㈱ＴＯＫＡ

Ｉホールデ

ィングス 

被所有 

直接 

 100％ 

資金の借入 

経営管理・業務

の委託等 

役員の兼任 

資金の貸借

取引 

（注１） 

利息の受取

（注１） 

利息の支払

（注１） 

770,648  

 

 

91  

 

2,850  

関係会社短

期債権 

関係会社長

期債務 

関係会社短

期債務 

 

596,201  

 

338,000  

 

92,000  

 

   

（注１）資金の貸借取引については、ＣＭＳ基本契約に基づき残高が毎日変動するため取引につき純増減額を

記載している。なお、㈱ＴＯＫＡＩホールディングスが市場金利を勘案した合理的な利率を設定して

いる。 

 

５ 一株当たり情報に関する注記 

(1) 一株当たり純資産額        6,235円 61銭 

(2) 一株当たり当期純利益         727円 26銭 


